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Ⅰ　度重なる紛争にもかかわらず発展 
してきたロシアとEUの経済関係

ソ連崩壊から四半世紀あまり，ロシアと EU

諸国の関係は，実に様々な紛争に彩られてい

る。例えば，エストニアの旧ソ連兵士像撤去に

対して，ロシアは，エストニア製品のボイコッ

トを呼びかけ，鉄道による石油 ･ 同製品，石

炭の輸送を停止した。これによりエストニア

の GDP 成長率は 1.5％低下したと推定されてい 

る１）。ポーランドは，ロシアの農産物輸入禁

止に対して，ロシア・EU のパートナーシップ

協力協定（1994 年締結，1997 年発行）の改訂

の際に拒否権を行使した。2007 年，ロシアは，

経済の近代化を目指す政策の一環として丸太材

に輸出関税を課すことを決定し，フィンランド

の製紙業に打撃を与え 6,000～8,000 人の雇用と

GDP0.5％相当の損失をもたらした。ドイツと

のあいだでも，ルフトハンザ・カーゴの東アジ

ア向けハブをめぐって対立が生じた。

さらに，この 10 年，ウクライナ問題をめぐっ

て対立が続いている。2006 年，2009 年のウク

ライナ・ロシアのガス紛争，特に 2009 年のウ

クライナ経由のガス供給停止の影響は中東欧・

南東欧諸国を中心に 17 カ国に及び，ウクライ

ナ経由のパイプラインのみに依存していたブル

ガリアは GDP の 0.35％相当の被害を被った。

2014 年にはウクライナ危機を契機にロシアが

クリミアを併合し，欧米諸国を中心に対ロシア

経済制裁が導入，強化され，今も続いている。

このように，ロシア・EU 間の紛争は枚挙に

暇がない。特に中東欧諸国，あるいはウクライ

ナなどの旧ソ連諸国とロシアの紛争は，過去の
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地政学と現在の地政学が複雑に絡むため２），

しばしばセンセーショナルに取り上げられる。

にもかかわらず，こうした紛争は，ロシアと

EU の経済関係の発展を決定的に妨げることは

なかった。ロシア経済が回復し始める 2002 年

から対ロシア経済制裁導入の前年の 2013 年に

かけて，ロシア・EU 貿易は輸出入ともに約３

倍に増加している。しかも，ソ連崩壊や体制転

換など激動が続いたにもかかわらず，ロシア

は，1970 年代から今日に至るまで，ガス紛争

で停止した２週間を例外として，一貫して安定

的なエネルギー供給源であり続けている。事

実，対ロシア経済制裁下においても，2016 年

のガスプロムの欧州（トルコ等を含む）向けの

ガス輸出量は，過去最高を記録しているほどで

ある３）。

こうしたロシア・EU の経済関係の発展の背

景には，① 二国間交渉（例：ルフトハンザ・

カーゴ），② EU・ロシアの協力（例：ロシア

の WTO 加盟），③ EU の仲介や WTO 提訴

（例：ポーランド農産物の輸入禁止），④ EU 加

盟国の連帯（例：エネルギー政策）など様々な

ケースで，両者が対立しながらも地道な対話と

建設的な妥協が積み重ねられてきた事実があ 

る４）。つまり，ロシア・EU 関係を考えるには，

対立と協調という複眼的視点が必要なのである。

Ⅱ　ロシアとEUの非対称的相互依存と
ガス紛争

図１は，ロシアと EU28 の貿易，EU の域外

貿易に占めるロシアのシェア，ロシアの貿易

に占める EU のシェアの推移を示したものであ

る。2014 年以降のロシアの貿易は，石油価格

の下落や経済制裁の影響もあり，世界経済危機

が広がった 2009 年と同水準に低下している。

EU の域外輸出に占めるロシアのシェアは，

2012，2013 年には 12％を越えていたが，2014

年には 11％，2016 年には７％まで低下してい

る。それでも，2016 年時点で，ロシアは EU

の域外貿易相手国として米国，中国，スイスに

次ぐ４番目に位置している。一方，経済制裁に

もかかわらず，2015 年時点で EU はロシアの

輸出の48％，輸入の38％を占める最大の市場だ。

しかし，両者の貿易構造は大きく異なってい

る。2016 年のロシアの対 EU 輸出の 67％は，

エネルギーを始めとする鉱物性資源であり，

８％がアルミニウムなどの卑金属である。こ

れに対して，EU の対ロシア輸出では，機械類

30％，輸送機器 14％，化学製品 18％，プラス

チック製品６％で，工業製品が７割を占めてい

る。このように，ロシアと EU の貿易構造は，

著しく非対称的である。

石油価格の低下にもかかわらず，ロシアの輸

出額に占めるエネルギー資源の割合が６割を占

めていること，近年，アジア向け輸出が急増し

ているとはいえ，EU が，依然としてロシアの

石油・ガス輸出の８割を占めていることを考え

れば，ロシアの EU 市場への依存度が極めて高

いことがわかる５）。一方，EU にとっても，ロ

シアは石油や天然ガス輸入の３割を占める安定

供給源である。

このように，ロシアと EU は，非対称的なが

ら深い相互依存関係にある。

EU は，ロシアに対して大幅な貿易赤字と

なっているが，これはエネルギーの多くをロシ

アに依存しているためである。このため，ガス

紛争は，売手のロシアがエネルギーを「武器」

として行使し，買手の EU がその被害を被った

事例とみられがちであるが，実際にはそうで
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はない。EU は，ガス供給「途絶はロシアのガ

スプロムとウクライナのナフトガスの商業上

（commercial）問題」であるが，「EU は，より

商業的な基礎に移行し始めた非 EU 企業間の商

業上の紛争の犠牲となった」と指摘している

（European Commission, 2009）。

ガス紛争が EU の安全保障問題となったのに

は理由がある。第１に，流動性の高い石油市場

と異なり，ガスの多くはパイプラインで運ば

れるため，その地理的配置の影響を受けやす 

い６）。ソ連崩壊の結果，欧州のガスの８割以

上が，政治 ･ 経済的に不安定なウクライナ経由

となったことが，供給の不安定化につながっ

た。第２に，バルト・中東欧諸国は，EU 加盟

したものの，歴史的経緯からパイプラインはロ

シアからのものしかなく，西欧のパイプライン

とは接続していなかった。バルト・中東欧諸国

は，市場規模は小さいものの，ロシアのガスへ

の依存度が高い。にもかかわらず，備蓄も未だ

に不足している（図２）。これに対して，ドイ

ツやイタリアは，ロシアへの依存度も高いが，

備蓄があり，また供給源の多角化を実現してい

る。英国，スペインなどはロシアの影響を受け

ない。このように，ロシアからのガス輸入とい

う点から見ると，EU 諸国は３つのグループに

分かれていることがわかる。これが，対ロシア

政策をめぐる意見の相違の一因となっている。

第３に，ロシアの市場経済化と EU のエネル

ギー市場統合である。ロシアと EU のガス貿易

は，仕向地条項（転売禁止），テイク・オア・

ペイ条項（支払い義務），石油価格連動に基づ

く長期契約に基づいており，これが資源開発と

安定供給，つまり売手のロシアと買手の EU の

利害を一致させる制度だった。ところが，EU

の市場統合はエネルギー分野にも及び，LNG

輸入の拡大やシェール革命の影響からスポット

取引が拡大した。これを背景に，EU はロシア

に仕向地条項の撤廃，パイプラインへの第三者

アクセスなど従来の制度の変更を迫ったのであ

る。EU 市場に依存しているロシアは，その変

図１　ロシア・EU28間の貿易

（出所）Eurostat，Rosstat より筆者作成。
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化に適応せざるをえず，次第に中東欧諸国や旧

ソ連諸国に対する特恵価格を廃止し市場価格を

要求するようになった。しかし，市場価格の４

分の１という安価なロシアのガスを利用した鉄

鋼業に頼るウクライナは，値上げを受け入れ

ず，パイプラインを独占している立場を利用し

て，代金未払いやガス抜き取りで抵抗し，交渉

が決裂してガス供給停止に至ったのである（蓮

見， 2015）。

しかし，EU は対策を講じている。第１に，

EU は，従来からノルウェー，アルジェリアな

ど供給源の多角化を進めている。第２に，EU

の最終エネルギー消費をみると，既に再生可能

エネルギーが２割に達し，エネルギーミックス

を多様化させており，石油，ガスへの依存度を

相対的に低下させている。第３に，EU は，例

えば「バルトのエネルギー孤立」という状況を

改善するために，送電網やガスパイプラインの

相互接続を強化している（蓮見， 2016a）。この

ように，ガス紛争を契機として，EU は対ロシ

ア交渉力を高めており，ロシアがエネルギーを

「武器」として利用する余地は大幅に低下して

いる。

Ⅲ　ロシアの３つの依存と経済制裁

むしろ，エネルギーを「武器」として利用し

ているのは欧米諸国かもしれない。しばしば，

ロシアは資源大国と呼ばれる。化石燃料の埋蔵

量や生産量で見る限り，それは間違いではな

い。だが，ロシアは，市場経済化の過程で，貿

易の７割，GDP の２割を資源に頼る経済構造

に陥り，杉浦（2016）の言葉を借りれば「油上

の楼閣」となった。しかも，ロシアは，欧州市

場，欧州資本市場，欧米企業の掘削・LNG 技

術への３つの依存を強めている。

ロシアによるクリミア併合を契機として，導

入された対ロシア経済制裁は，まさに資源大国

ロシアの弱点を突いている７）。欧米諸国を中

心とする対ロシア経済制裁は，おおよそ３つの

図２　EU諸国のロシアからのガスへの輸入依存度と対応力の比較（2014年）

（注）「ロシアからのガス輸入」と表記しているのは，ロシア産以外にトレーディング
によるガスが含まれるためである。また，当該年にストックが含まれている場合，
輸入依存度が 100％を超える。

（出所）Chyong and Tcherneva, 2015.
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段階を経て強化されていった。2014 年の３月

のクリミア併合に伴う制裁は，基本的にクリミ

ア関連の投資 ･ 貿易の禁止，政府高官等の個人

の資産凍結や渡航禁止に留まっていた。

しかし，７月のマレーシア航空機撃墜事件を

転機として，制裁が強化された。７月末，米

国は，防衛関連産業やクリミア関連ばかりで

なく，ロシア国営系銀行（開発対外経済銀行

VEB，対外貿易銀行 VTB，ガスプロムバンク，

農業銀行等）を制裁対象にし，90 日を超える

新規融資を禁止し，大水深（500 フィート以

深），北極海，シェールオイル開発のための技

術製品の輸出を禁止した。EUも，大水深（150m

以深），北極圏，シェールオイル開発の技術製

品を禁輸にした（ガス分野を除く）。また，予

定されていた EBRD，EIB などの融資も凍結

され，ロシアは，１年で 30 兆ユーロの特恵的

融資と 6,500 億ユーロの贈与を失っている。

９月，禁輸措置は，資源開発にかかわる役

務（サービス）の提供まで拡大された。これに

よって，エクソンモービルは，８月にロスネフ

チと協力して進めていたカラ海の試掘から撤退

を余儀なくされた。また，EU は，30 日を超え

る譲渡性のある有価証券の取引を禁止した。こ

うして，ロシアの主要エネルギー関連企業（ロ

スネフチ，トランスネフチ，ガスプロムネフチ，

ルクオイル，ノバテク，スルグトネフチェガス

等，EU の場合は全ロシア企業）が，金融制裁

あるいは技術制裁の対象となった。さらに，12

月，米国はウクライナ自由支援法を採択し，

2015 年６月に発効した。同法は，発動されて

いないものの，制裁対象となっているロシアの

個人・企業に「相当な取引」を行ったと米国が

判断した金融機関に対して制裁を課すもので，

外国企業も対象となる。

これに対して，ロシアは，EU 諸国からの農

産物禁輸措置など逆制裁を発動している。ま

た，こうした一連の制裁は，ロシアの対中国政

策を「警戒から依存へ」と転換させ，ロシアの

東方シフトを加速させるという意図せざる結果

を招いている（蓮見， 2016b）。

EU が制裁解除の条件としているのが，2015

年２月に，米国を交えず，ドイツ，フランス，

ロシア，ウクライナの４首脳が交渉を行った末

に成立したミンスク合意Ⅱの完全履行である。

このポイントは，軍事的停戦，及び親ロシア派

が支配するドネツク州とルガンスク州に特別な

地位を認めるウクライナ憲法の改正である。し

かし，下火になっていた戦闘は 2017 年に入り

激化し，ウクライナに憲法改正の意思はない。

2016 年 12 月には，米大統領選中のサイバー攻

撃に関連して制裁を強化，EU も 2017 年７月

末まで制裁を延長した。制裁解除は遠のくばか

りに見える。

しかし，EU 加盟国間で対ロシア制裁をめぐ

る意見の相違が顕在化し，産業界も制裁反対の

姿勢を強めている８）。ドイツのメルケル政権

は，ミンスク合意の完全履行を条件とする立場

を堅持しているが，ロシアとのつながりが強い

産業界の反対もあり，2017 年秋の議会選挙の

結果次第では政策変更がありうる。フランスで

は，2016 年３月に下院が EU の対ロシア制裁の

解除を求める決議を採択している。４月のフラ

ンス大統領選挙で中道右派の候補が勝利した場

合，対ロシア政策が軟化するかもしれない。サ

ウスストリーム中断で悪化したイタリアとロシ

アの関係は修復され，議会上院は対ロシア制裁

解除を求める決議を採択している。ギリシャ，

オーストリア，ハンガリーも，制裁緩和を求め

ている。これに対して，制裁継続を訴えている
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のが，ポーランドやバルト諸国である。だが，

対ロシアで強硬な立場の英国が EU を離脱する

ことから，制裁解除反対派の影響力は低下する。

産業界の反発も強まっている。欧州農業組織

委員会・欧州農業協同組合委員会は，ロシアに

よる禁輸措置により EU の農産食品産業が，同

産業の輸出総額の約５割に相当する 55 億ユー

ロを失ったと試算し，補償が不十分であり，新

興市場の開拓や対ロシア関係の行き詰まりを

打開する改善策を求めて EU に圧力を強めてい

る。フランス農業経営者組合全国連合会も制裁

に反対している。イタリア商業連盟もロシアか

らイタリア企業への支払いが滞り，高級品の需

要が落ち込むなどと指摘し，制裁の完全解除を

求めている。ドイツ産業連盟は，ミンスク合意

の履行の進展に応じた制裁の段階的解除を検討

するとしたシュタインマイヤー外相の発言に歓

迎の意を示している。米国では，既に 2014 年

６月の段階で，米国製造業者協会会長・CEO

と米国商工会議所会長・CEO が連盟で制裁反

対の意見広告を各紙に掲載した。米国トランプ

政権の国務長官には，制裁下でもロスネフチと

共同開発を進めようとしていた元エクソンモー

ビル CEO のティラーソンが指名された。

日本の制裁は，クリミア関連，防衛関連産業

の製品・役務の提供禁止，ロシア国営系銀行へ

の 90 日を超える社債 ･ 株式発行の禁止などに

留まっている。しかも，2016 年 12 月の日ロ首

脳会談を経て，８項目の経済協力の具体化とし

て，12 件の政府間合意，68 件の民間プロジェ

クト（うち 20 件はエネルギー関連）の合意が得

られている。多くが覚書の段階であるが，ロシ

アに対する日本の姿勢は欧米とは異なっている。

以上から，直ちに制裁解除に至ることはない

としても，徐々に制裁措置が緩和されていく可

能性があると言えよう。

制裁は，ロシア経済にどのぐらいの影響を及

ぼしているのだろうか。最新のロシア統計によ

れば，ロシアの GDP は 2015 年に対前年度比

2.8％低下し，2016 年も 0.2％減と予測されてい

る。しかし，石油価格の下落が主因であり，経

済制裁の影響は GDP の１～２％との予測が多

い。ルーブル安により輸入品が高騰し，2015

年の消費者物価は，制裁前の 2013 年末と比べ

て 25％も上がり，逆制裁による農産物輸入禁

止によって食料品，特に乳製品，魚，果物が高

騰あるいは不足した（蓮見，2016d）。しかし，

ルーブルが下げ止まり，食料品の輸入代替もあ

る程度は進んだことから，2016 年の消費者物

価上昇率は対前年比 5.4％増，食料品価格も同

4.6％増に沈静化している。その限りで市民へ

の負担は軽減されている。

しかし，資本流出が止まらず，ロシア向け融

資や直接投資が激減している。ロシア中央銀

行によれば，2014 年の１年間で 1,521 億ドルが

流出，その後は減少したものの 2015 年 575 億

ドル，2016 年１～９月で 115 億ドルが流出し

ている。2013 年に 692 億ドルあった対内直接

投資も，2015 年には 65 億ドルに激減，その後

も回復していない。また，BIS によれば，ロシ

ア向け融資の 7 割を占める EU 諸国（ユーロ圏

＋英国）の与信は，制裁前の 2013 年末の 1,700

億ドルから 2016 年上半期には 777 億ドルへと

激減している。

技術制裁と資金不足から，ロシアの新規資源

開発が遅れることが懸念されている。石油 ･ ガ

ス関連税収は，2012～14 年にはロシアの国家

予算の５割以上を占め，想定油価を 40 ドル／

バレルとした 2017 年度予算でも，37.5％を占

める予定であることを考えれば，事は重大であ
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る。ロシアの石油生産の拡大が期待されるの

は，東シベリア，サハリン，カスピ海・黒海の

大陸棚，北極海大陸棚，そして西シベリアのバ

ジェノフ層シェールであり，これらが生産の過

半を占めるはずである。ところが，ロシアの研

究者らの予測によれば，図３から明らかなよう

に，金融制裁，及び大深水，シェールの開発技

術に的を絞った制裁は，このシナリオを狂わ

せ，ロシアの資源のリプレースを遅らせる。ガ

スについても，同様に減産のリスクが生じる｡

これは，単にロシアだけでなく，ロシアをエ

ネルギーの安定供給源として活用してきた EU

にも影響を及ぼす。EU が，エネルギー効率を

改善し，再生可能エネルギーを増加させ，国

境を越えてエネルギー資源の相互融通を進め

るとしても，2030 年時点で石油，ガスは，EU

の最終エネルギー消費のそれぞれ 35％，22％

を占めるとみられる（European Commission， 

2016）。しかも石油，ガスの EU 域内生産は急

速に減少するため輸入に頼らざる得ない EU に

とって，ロシアの資源は重要である。ロシアの

石油，ガスが減産すれば，価格上昇や不足も起

こりかねず，資源開発関連技術の輸出も低下す

る。ロシアも，アジア向け輸出を拡大していく

としても，当面，EU は最大の市場であり，ま

た欧米の開発技術を必要としている。

Ⅳ　EU とガスプロムの和解

したがって，中長期的にみれば，ロシアと

EU はエネルギー協力を進めることが双方の利

益であり，今後も両者は対立と協調を繰り返し

ながらも，現実的な協力を継続するであろう。

すでに和解の動きも出ている。EU は，2011 年

以来，ガスプロムが中東欧・バルト諸国で市場

分割，多角化妨害，不公正な価格設定（＝石油

価格連動）を行い EU 競争法違反として調査を

続けていた。しかし，2016 年 10 月，欧州委員

会は調査を打ち切り，制裁金や排除措置ではな

く，法的拘束力のある是正措置の確約でガスプ

ロムと和解した（本村，2016）。同時に，ノル

ドストリーム（ロシアとドイツを直結するパイ

プライン）につながる OPAL パイプラインの

容量の80％までの使用が認められることになっ

た。これまで，EU は，OPAL の利用を希望す

る他社がいないにもかかわらず，第三者に開放

しなければならないとして，ガスプロムの利用

を 50％に制限していた。このため，供給元の

ノルドストリームも，本来の輸送容量 550 億㎥

/年のうち230 億㎥ /年しか利用できなかった。

この和解によって，ノルドストリーム２建設

の展望が開けた。ポーランド，スロバキアなど

９カ国が建設中止を求めていたが，量を安定

的に確保しなければならない西欧諸国は建設

に前向きである。ノルドストリーム２の株は

100％ガスプロムの所有だが，これは，事実上，

Shell，E.ON（ドイツ），OMV（オーストリア），

Wintershall（ドイツ），Engie（フランス）が

協力する欧ロ共同プロジェクトである。また，

ロシアとトルコの和解によって，ギリシャに至

図３　ロシアの石油生産予測（経済制裁継続の場合）

（出所）Широв, Семикашев, Янтовский, Колпаков, 2016, 19.
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　特集　　機動拡大するロシアの動線

るトルコストリームが復活している。元々は，

黒海海底を経由してブルガリアで陸揚げしオー

ストリアまで運ぶサウスストリームが計画され

ていた。だが，EU の第３次エネルギー規則指

令パッケージ違反として EU が警告し，またブ

ルガリアが工事を差し止めたことから，2014

年 12 月，プーチン大統領はサウスストリーム

を撤回し，新たにトルコ西部に陸揚げしてギリ

シャに至るトルコストリームを発表した。その

後，トルコによるロシア軍機の撃墜でロシア・

トルコ関係が悪化し，トルコストリーム建設は

中断されていた。

この２つのパイプラインが稼働すれば，欧

州のガス輸入増を十分に賄うことができ，か

つ 2019 年にロシアとの契約切れとなり先行き

が不透明なウクライナ経由への懸念が払拭され

る。これは，安定供給を望む EU 主要国にとっ

ても，安定した販売を望むロシアにとっても利

益である。

ロシアと EU の関係は，対立の面ばかりがセ

ンセーショナルに取り上げられるきらいがあ

る。しかし，両者はエネルギーを通じて深い相

互依存関係にあることを考えれば，対立と同時

に協調の面を冷静に見る複眼的な視点が求めら

れる。

＊付記：本稿は科研費基盤研究（B）「コンステレーション理
論に基づくウクライナ危機とエネルギー安全保障の総合的研
究」，及び立正大学経済研究所研究費による成果の一部であ
る。

［注］
１）以下，詳しくは蓮見（2012, 18-20, 25-28）。
２）詳しくは，モウリッツェン，ウィヴェル（2011）。
３）http://www.gazpromexport.ru/en/statistics/
４）①②③については蓮見（2012），④については蓮見（2015）。
５）ただし，ロシアは，欧州市場依存からの脱却を目指して東

方シフトを進めている（蓮見，2016b）。
６）杉浦（2017）は，エネルギー問題を論じる際に，パイプラ

インに関する基礎知識を欠くと事実誤認に至ることを指摘し

ている。
７）以下，制裁については，EPRS（2015），EPRS（2016），

OFAC（2016）を参照した。
８）以下，ジェトロ（2017），蓮見（2014），蓮見（2016c）による。
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